
平成 30 年度秋田県生涯学習センター調査研究事業「連携・協働による地域活性化事例に関する調査研究」 

 

 

 

社会教育行政の企業・民間団体等との連携・協働への必要感高まる 

－連携・協働先が見つからないなど、課題は「情報不足」－ 

 

 秋田県生涯学習センターでは、秋田県内の全市町村教育委員

会生涯学習・社会教育主管課（以下、市町村）を対象に、企業

や民間団体等との「連携・協働による地域活性化事例」をテー

マにアンケート調査を実施した。 

 市町村の連携・協働への意識は高くなっており、社会教育計

画等に明記している市町村も半数を超える。企業や民間団体等

から要請があれば応えたいと考えている市町村も多い。課題と

しては、目標の共有、費用分担の明確化、人員不足などがあげられるが、そもそもどのような企

業や民間団体等とつながればよいか分からない市町村も多いという現状も見えてきた。 

 市町村は企業や民間団体等にどのようなことを期待するのか、企業や民間団体等は行政とどの

ようなことができるのかを明確に発信することにより、お互いにとって意義のある連携・協働の

パートナーを見つけることができるのではないかと考えられる。 

 

１ 市町村の連携・協働への意識は高くなっている 

 ●連携・協働している市町村は平成 28 年より増加、連携先も増えている。 

  ・連携・協働している市町村数・・・・・・・・・・20（５市町村の増） 

  Ｑ平成 29 年度･30 年度（予定も含む）で、他の機関や団体と連携・協働して（共催も含む）進めている事業はありますか？ 

    （横軸の単位：回答件数） 

 

２ 市町村は企業等との連携・協働を必要だと感じている 

●企業や民間団体等との連携・協働を社会教育計画等に位置付けている市町村は半数を超える。 

  ・「社会教育計画や施策の重点等に位置付け」・・・・・・・52％ 

●市町村は企業や民間団体等との連携・協働に必要性を感じている。 

  ・「交流・連携等は必要ない」・・・・・・・・・・・・・・４％ 

 ●企業等から要請があれば応えたいと思っている市町村は半数を超える。 

  ・「要請があれば応えたい」・・・・・・・・・・・・・・・52％ 

 

３ 市町村では企業等の知識やノウハウ、地域の人材としての活躍を期待 

 ●企業や民間団体等との連携・協働に期待する市町村は多い。 

  ・企業や民間団体等との連携・協働で期待する効果ベスト３ 

知識やノウハウを地域に還元・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68％ 

従業員・会員等が地域の事業や行事を支える人材として活動・・・・・68％ 

従業員・会員等が地域活性化や地域課題解決への取組に参画・・・・・64％ 

企業や民間団体等と社会教育行政との連携・協働の事例研究（概要版） 
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連携・協働とは… 

 

 

 

課題解決の仕組みづくり･取組 

行政 企業 団体 

異なる主体が、地域課題等を解決するた
めに目的を共有し、双方の強みを生かし
役割を担いながら、新たな仕組みづくり
や事業に取り組みます。 

目 的 



４ 市町村が企業等と取り組む必要があると考えているテーマに「家庭教育」が 

挙がってきた 

 ●市町村は多くのテーマで企業や民間団体等と取り組む必要があると考えている。 

  ・「大いに必要である」「必要である」の合計が多い主な項目 

    「家庭教育」・・・・・・・・・・・・・・・80％ 

    「学校以外での教育支援」・・・・・・・・・80％ 

    「文化」・・・・・・・・・・・・・・・・・80％ 

 ●観光や消費者教育など首長部局で取り組んでいるものに対しては必要感が低めの傾向にある。 

  ・「大いに必要である」「必要である」の合計が５０％以下の主な項目 

    「消費者教育」・・・・・・・・・・・・・・44％ 

    「観光」・・・・・・・・・・・・・・・・・44％ 

    「男女共同参画」・・・・・・・・・・・・・48％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Ｑ企業や民間団体等と連携・協働で取り組む必要があると考えるテーマは何ですか。 

 

５ 連携・協働の課題は「情報不足」「人員不足」 

 ●必要性は感じながらもどことつながればよいか分からない市町村が多い。 

  ・これから連携・協働したい企業や民間団体等がある・・・・・・・・・20％ 

 ●課題や困難を記述した 12 市町村の半分が、「情報不足」「人員不足」を指摘している。 

  ・目的を共有する企業や民間団体等を知らない、見つからない等・・６市町村 

  ・人員不足・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６市町村 

  ・費用や役割分担・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３市町村 

  ・企業選定の公平性の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２市町村 

 

６ 連携・協働へのカギは「相互理解」 

 ●事業を実施している企業等や行政の担当者が大切にしていることについて聞き取り調査を実

施した。 

  ・「日頃からのネットワークづくりが大切」「お互い共通するメリットを見いだす」「話すこと

で信頼関係が生まれてくる」「互いの長所を生かし、短所を補う」など、『相互理解』を大

切にしている事業担当者が多かった。 

 

★調査研究の詳細は秋田県生涯学習センターHPをご覧ください！  

秋田県生涯学習センター 〒010-0955 秋田県秋田市山王中島町１－１ 

☎０１８－８６５－１１７１ FAX０１８－８２４－１７９９ 

https://www.pref.akita.lg.jp/lifelong/ E-mail  sgcen002@mail2.pref.akita.jp 
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